
 

平成 １７ 年 ４ 月期  個別中間財務諸表の概要    平成１６年１２月１５日 

会 社 名  株式会社 メガネスーパー       上場取引所    ＪＱ 
コード番号    ３３１８             本社所在都道府県 神奈川県 
（ＵＲＬ http://www.meganesuper.co.jp ） 
代  表  者 役  職  名    代表取締役社長 
        氏    名  田中 由子 
問い合わせ先  責任者役職名  常務取締役 
        氏    名  黒羽 誠一       ＴＥＬ（０４６５）２４－３６１１ 
決算取締役会開催日  平成１６年１２月１５日     中間配当制度の有無  有 ・ 無 
中間配当支払開始日  平成１７年 １月１４日     単元株制度採用の有無 有（１単元100 株）・無 
１．１６年１０月中間期の業績（平成１６年 ５月 １日～平成１６年１０月３１日） 
(1) 経営成績 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
16 年 10 月中間期 
15 年 10 月中間期 

百万円   ％ 
17,611（   7.1） 
16,444（   4.5） 

百万円   ％ 
2,067（  106.7） 
1,000（   29.5） 

百万円   ％ 
2,053（  117.4） 
944（   46.0） 

16 年 4 月期 32,973            2,368            2,258            
 
 

中 間 (当 期) 純 利 益 
1 株当たり中間 
(当期)純利益 

 
16 年 10 月中間期 
15 年 10 月中間期 

百万円   ％ 
945（  107.3） 
456（8,430.8） 

円  銭 
86  04 
684  79 

16 年 4 月期 1,017            98  28 
(注)①期中平均株式数 16年10月中間期10,992,386株 15年10月中間期666,160株 16年4月期10,146,246株 
②会計処理の方法の変更   有 ・ 無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
④平成15年11月28日付にて普通株式1株につき15株の割合をもって分割致しました。なお、平成16年4
月期の1株当たり当期純利益は、当該株式分割が期首に行われたものとして算定しております。 
⑤株式分割が前期首に行われたとして仮定した場合の平成15年10月中間期の1株当たり当期純利益は45
円65銭であります。 

(2) 配当状況 

 
1 株当たり 
中間配当金 

1 株当たり 
年間配当金 

 
 

 
16 年 10 月中間期 
15 年 10 月中間期 

円 銭 
7  50 
―  ― 

円 銭 
      ―  ― 
      ―  ― 

 
 
 

16 年 4 月期       ―  ― 20  00  
(注)16 年 4 月期配当金の内訳 普通配当金 15 円 00 銭 記念配当金 5 円 00 銭 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 
 

16 年 10 月中間期 
15 年 10 月中間期 

百万円 
34,965 
34,050 

百万円 
9,708 
7,276 

％ 
27.8 
21.4 

円  銭 
883  21 
10,923  74 

16 年 4 月期 35,540 9,004 25.3 817    32 
(注)①期末発行済株式数16年10月中間期10,992,350株 15年10月中間期666,160株 16年4月期10,992,400株 
②期末自己株式数 16年10月中間期 50株   15年4月中間期   ―株 16年4月期   ―株 
③株式分割が前期に行われたと仮定した場合の平成15年10月中間期の1株当たり株主資本は728円25銭
であります。 

２．１７年４月期の業績予想（平成１６年 ５月 １日～平成１７年 ４月３０日） 
1 株当たり年間配当金 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 
期 末  

 
通  期 

百万円 
35,155 

百万円 
3,044 

百万円 
1,372 

円 銭 
7  50 

円 銭 
15  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  104 円 05 銭 
平成16年10月31日最終株主名簿および実質株主名簿に記載された株主の所有普通株式1株につき、1.2
株の割合をもって同年12月20日付にて株式分割する旨決定しております。 
１株当たり予想当期純利益は、当該株式分割後の発行済株式数により算出しております。 
 

※上記に記載した業績予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成されたもので
あります。実際の業績等は、今後様々な要因により当該予想数値と異なる場合があります。 
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  個別中間財務諸表等 

  中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 
 

  
前中間会計期間末 

(平成15年10月31日) 

当中間会計期間末 

(平成16年10月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年４月30日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   3,053,976   3,088,562   4,194,580  

２ 受取手形   ―   63   ―  

３ 売掛金   681,309   888,114   810,838  

４ たな卸資産   3,434,425   3,531,247   3,588,781  

５ その他   894,927   935,942   974,929  

貸倒引当金   △7,099   △21,393   △17,300  

流動資産合計   8,057,539 23.7  8,422,537 24.1  9,551,829 26.9 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物 ※１ 9,202,071   9,644,928   9,504,301   

減価償却累計額  △4,456,635 4,745,436  △4,809,041 4,835,886  △4,641,987 4,862,313  

(2) 土地 ※１  7,913,793   7,959,031   7,959,031  

(3) 建設仮勘定   63,324   30,040   15,527  

(4) その他  4,723,943   4,883,574   4,790,720   

減価償却累計額  △3,216,382 1,507,560  △3,363,471 1,520,102  △3,298,578 1,492,142  

有形固定資産合計   14,230,114 41.8  14,345,060 41.0  14,329,014 40.3 

２ 無形固定資産   277,070 0.8  225,488 0.7  264,120 0.7 

３ 投資その他の資産           

(1) 敷金及び保証金 ※１  8,738,192   9,465,643   9,078,320  

(2) その他 ※１  3,016,203   2,548,704   2,369,416  

貸倒引当金   △286,646   △80,341   △80,534  

投資その他の資産 
合計   11,467,749 33.7  11,934,006 34.1  11,367,202 32.0 

固定資産合計   25,974,934 76.3  26,504,555 75.8  25,960,337 73.0 

Ⅲ 繰延資産           

社債発行費   17,718   38,906   28,479  

繰延資産合計   17,718 0.0  38,906 0.1  28,479 0.1 

資産合計   34,050,192 100.0  34,965,998 100.0  35,540,645 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成15年10月31日) 

当中間会計期間末 

(平成16年10月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年４月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   3,476,027   3,273,968   3,035,256  

２ 買掛金   1,512,929   1,502,565   1,679,893  

３ 短期借入金 ※１  2,367,100   2,878,756   2,242,360  

４ 未払法人税等   620,189   1,015,284   1,082,203  

５ 未払費用   1,374,247   1,387,926   1,574,900  

６ その他 ※1.3  1,242,693   1,374,335   1,509,006  

流動負債合計   10,593,187 31.1  11,432,836 32.7  11,123,620 31.3 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   1,200,000   2,687,500   1,900,000  

２ 長期借入金 ※１  8,808,300   4,910,181   7,303,390  

３ 退職給付引当金   830,814   884,158   850,719  

４ 役員退職慰労引当金   1,445,071   1,483,313   1,483,313  

５ 預り保証金   3,862,650   3,858,050   3,862,650  

６ その他   33,209   1,366   12,257  

固定負債合計   16,180,045 47.5  13,824,569 39.5  15,412,329 43.4 

負債合計   26,773,232 78.6  25,257,405 72.2  26,535,950 74.7 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   603,080 1.8  1,071,080 3.1  1,071,080 3.0 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  312,100   1,006,600   1,006,600   

資本剰余金合計   312,100 0.9  1,006,600 2.9  1,006,600 2.8 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  19,350   19,350   19,350   

２ 任意積立金           

別途積立金  5,092,710   5,092,710   5,092,710   

３ 中間(当期) 
  未処分利益  1,246,066   2,513,033   1,807,545   

利益剰余金合計   6,358,127 18.7  7,625,093 21.8  6,919,605 19.5 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  3,652 0.0  5,928 0.0  7,409 0.0 

Ⅴ 自己株式   ― ―  △109 0.0  ― ― 

資本合計   7,276,959 21.4  9,708,593 27.8  9,004,695 25.3 

負債資本合計   34,050,192 100.0  34,965,998 100.0  35,540,645 100.0 
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② 中間損益計算書 
 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   16,444,788 100.0  17,611,108 100.0  32,973,728 100.0 

Ⅱ 売上原価   4,769,141 29.0  4,755,208 27.0  9,253,060 28.1 

売上総利益   11,675,647 71.0  12,855,900 73.0  23,720,667 71.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   10,675,635 64.9  10,788,639 61.3  21,352,423 64.7 

営業利益   1,000,012 6.1  2,067,260 11.7  2,368,244 7.2 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  8,547   6,103   16,185   

２ その他 ※１ 107,267 115,814 0.7 122,745 128,849 0.8 224,759 240,945 0.7 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  128,911   89,649   243,295   

２ シンジケートローン 
  手数料 

 12,291   4,859   30,755   

３ その他  30,179 171,382 1.0 48,456 142,966 0.8 76,859 350,910 1.1 

経常利益   944,444 5.8  2,053,143 11.7  2,258,278 6.8 

Ⅵ 特別利益 ※２  20,959 0.1  ― ―  22,438 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※３  68,057 0.4  148,994 0.9  167,806 0.5 

税引前中間(当期) 
純利益 

  897,346 5.5  1,904,149 10.8  2,112,911 6.4 

法人税、住民税 
及び事業税 

 555,558   964,992   1,244,309   

法人税等調整額  △114,392 441,166 2.7 △6,619 958,373 5.4 △149,056 1,095,253 3.3 

中間(当期)純利益   456,179 2.8  945,776 5.4  1,017,657 3.1 

前期繰越利益   789,887   1,567,257   789,887  

中間(当期)未処分 
利益   1,246,066   2,513,033   1,807,545  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

前中間会計期間 
(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方
法 

①子会社株式 
移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方
法 

①子会社株式 
同左 

１ 有価証券の評価基準及び評価方
法 

①子会社株式 
同左 

②その他有価証券 
時価のあるもの 

中間決算期末日の市場価格等
に基づく時価法(評価差額は
全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に
より算定) 

②その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 

②その他有価証券 
時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価
方法 

商品 
総平均法による原価法 
貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価
方法 

商品 
同左 

貯蔵品 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価
方法 

商品 
同左 

貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 
定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降
に取得した建物(建物附属設備
を除く)については定額法によ

っております。 
なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。 

建物      15年～45年 
その他     ４年～15年 

３ 固定資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 

同左 

②無形固定資産 
自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可
能期間(５年)に基づく定額法に
よっております。 

②無形固定資産 
同左 

②無形固定資産 
同左 

４ 引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 
①貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 
①貸倒引当金 

 

同左 
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前中間会計期間 
(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

②退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるた
め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間会
計期間末において発生している
と認められる額を計上しており

ます。 
数理計算上の差異は、その発生
時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(３年)による
定額法により翌会計年度から費
用処理しております。 

②退職給付引当金 
      同左 

②退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた
め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき、当期末に
おいて発生していると認められ
る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生
時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(３年)による

定額法により翌会計年度から費
用処理しております。 

③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備
えるため、役員退職慰労金規程
に基づく中間期末要支給額の

100％を計上しております。 

③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え
るため、役員退職慰労金規程に
基づく中間期末要支給額の

100％を計上しておりますが、
当期に役員に対する退職慰労金
制度が廃止されたため、役員退

職慰労金規程上の経過措置から
生じる要支給額のみを計上して
おります。 

③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備
えるため、役員退職慰労金規程
に基づく期末要支給額の100％

を計上しております。 

５ リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

５ リース取引の処理方法 
同左 

５ リース取引の処理方法 
同左 

６ ヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについて特例処理を採用
しております。 

６ ヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
(ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

金利スワップ 借入金の利息 
 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
       同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
       同左 

③ヘッジ方針 
借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を
行う方針であります。 

③ヘッジ方針 
同左 

③ヘッジ方針 
同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ
対象の元本は、金額、契約期間
等が一致しており、金利スワッ

プ特例処理の要件に合致すると
判断されるため、当該判定をも
って有効性の判定に代えており

ます。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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前中間会計期間 
(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

⑤その他リスク管理方法のうちヘ
ッジ会計に係るもの 
デリバティブ取引は財務担当役

員による個別取引ごとの決裁を
得て財務経理部が実行し、毎月
デリバティブ取引の残高状況、

評価損益状況を把握しておりま
す。 

⑤その他リスク管理方法のうちヘ
ッジ会計に係るもの 

  デリバティブ取引は財務担当役

員による個別取引ごとの決裁を
得て財務部が実行し、毎月デリ
バティブ取引の残高状況、評価

損益状況を把握しております。 

⑤その他リスク管理方法のうちヘ
ッジ会計に係るもの 

  デリバティブ取引は財務担当役

員による個別取引ごとの決裁を
得て財務経理部が実行し、毎月
デリバティブ取引の残高状況、

評価損益状況を把握しておりま
す。 

７ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税抜方
式によっております。 

７ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
同左 

７ その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 
同左 
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追加情報 

 
前中間会計期間 
(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

――――― （中間損益計算書） 
「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成
15年３月31日に公布され、平成16年
４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ
とに伴い、当中間会計期間から「法
人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示について実務
上の取り扱い」（企業会計基準委員
会 実務対応報告12号 平成16年２

月13日）を適用しており、法人事業
税の付加価値割及び資本割について
は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 
この結果、販売費及び一般管理費が
36百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益が同額減少
しております。 
 

――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

前中間会計期間末 
(平成15年10月31日) 

当中間会計期間末 
(平成16年10月31日) 

前事業年度末 
(平成16年４月30日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 
イ 担保提供資産 

建物 1,900,535千円
土地 3,949,395千円
敷金及び 
保証金 

422,400千円

その他 58,330千円

 計 6,330,660千円
 

※１ 担保資産及び担保付債務 
イ 担保提供資産 

建物 1,812,072千円
土地 3,949,395千円
敷金及び 
保証金 

422,400千円

その他 ― 千円

 計 6,183,868千円
 

※１ 担保資産及び担保付債務 
イ 担保提供資産 

建物 1,858,494千円
土地 3,949,395千円
敷金及び 
保証金 

422,400千円

その他 58,065千円

 計 6,288,355千円
 

ロ 上記担保資産に対する債務 

短期借入金 814,900千円
長期借入金 4,905,400千円

 計 5,720,300千円
また、上記担保のほか、投

資有価証券23,190千円を商
品券(20,259千円、流動負
債「その他」に含め表

示。)発行保全のため、横
浜地方法務局小田原支局に
供託しております。 

ロ 上記担保資産に対する債務 

短期借入金 740,800千円
長期借入金 2,178,600千円

 計 2,919,400千円
また、上記担保のほか、投

資有価証券23,230千円を商
品券(17,899千円、流動負
債「その他」に含め表

示。)発行保全のため、横
浜地方法務局小田原支局に
供託しております。 

ロ 上記担保資産に対する債務 

短期借入金 722,200千円
長期借入金 3,974,700千円

 計 4,696,900千円
また、上記担保のほか、投

資有価証券23,213千円を商
品券(30,266千円、流動負
債「その他」に含め表

示。)発行保全のため、横
浜地方法務局小田原支局に
供託しております。 

 ２ 偶発債務 
イ 株式会社ザ・マスターズコ
ーポレーションが販売した

ゴルフ場会員権購入ローン
に対して次のとおり債務保
証を行っております。 

 1,313千円
 

 ２ 偶発債務 
イ 株式会社ザ・マスターズコ
ーポレーションが販売した

ゴルフ場会員権購入ローン
に対して次のとおり債務保
証を行っております。 

 923千円
 

 ２ 偶発債務 
イ 株式会社ザ・マスターズコ
ーポレーションが販売した

ゴルフ場会員権購入ローン
に対して次のとおり債務保
証を行っております。 

 1,063千円
 

ロ 株式会社ハッチの金融機関

からの借入金に対して次の
とおり債務保証を行ってお
ります。 

 929,500千円
 

ロ 株式会社ハッチの金融機関

からの借入金に対して次の
とおり債務保証を行ってお
ります。 

 973,700千円
 

ロ 株式会社ハッチの金融機関

からの借入金に対して次の
とおり債務保証を行ってお
ります。 

 1,159,100千円
 

※３ 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上、金額的重要
性が乏しいため流動負債の
「その他」に含め表示してお

ります。 

※３ 消費税等の取扱い 
同左 

※３          
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(中間損益計算書関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

※１ 営業外収益のその他のうち主
な内容は、次のとおりであり

ます。 
受取配当金 25,091千円
集中加工室 
管理収入 

22,329千円

事務受託収入 24,064千円
 

※１ 営業外収益のその他のうち主
な内容は、次のとおりであり

ます。 
受取配当金 29,076千円
集中加工室 
管理収入 

26,371千円

事務受託収入 23,784千円
 

※１ 営業外収益のその他のうち主
な内容は、次のとおりであり

ます。 
受取配当金 25,000千円
集中加工室 
管理収入 

47,680千円

事務受託収入 47,566千円
 

※２ 特別利益のうち主な内容は、
次のとおりであります。 
土地売却益 959千円

受取補償金 20,000千円
 

※２  
――――― 

※２ 特別利益のうち主な内容は、
次のとおりであります。 
土地売却益 1,933千円

受取補償金 20,000千円
 

※３ 特別損失のうち主な内容は、

次のとおりであります。 
固定資産売却損 
建物 2,263千円
その他 
有形固定資産 411千円

 計 2,675千円
 

※３ 特別損失のうち主な内容は、

次のとおりであります。 
固定資産除却損 
建物 41,883千円
その他 
有形固定資産 16,589千円

 計 58,472千円
 

※３ 特別損失のうち主な内容は、

次のとおりであります。 
固定資産売却損 
建物 2,263千円
その他 
有形固定資産 411千円

 計 2,675千円
 

固定資産除却損 

建物 31,234千円
その他 
有形固定資産 12,667千円

 計 43,902千円
 

店舗閉鎖損失  69,042千円 

(店舗閉鎖損失の内容は、
店舗閉鎖に伴う原状復帰
費用等であります。) 

固定資産除却損 

建物 62,854千円
その他 
有形固定資産 19,651千円

 計 82,506千円
 

店舗閉鎖損失  15,289千円 
(店舗閉鎖損失の内容は、

店舗閉鎖に伴う原状復帰
費用等であります。) 

 店舗閉鎖損失  48,365千円 
(店舗閉鎖損失の内容は、

店舗閉鎖に伴う原状復帰
費用等であります。) 

 ４ 減価償却実施額は、次のとお

りであります。 
有形固定資産 329,095千円
無形固定資産 42,115千円

 

 ４ 減価償却実施額は、次のとお

りであります。 
有形固定資産 338,092千円
無形固定資産 47,170千円

 

 ４ 減価償却実施額は、次のとお

りであります。 
有形固定資産 685,123千円
無形固定資産 86,306千円
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(リース取引関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 
 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高 
相当額 
(千円) 

その他有形 
固定資産 499,998 236,312 263,686 

無形 
固定資産 45,375 20,672 24,702 

合計 545,373 256,984 288,388 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 
 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高 
相当額 
(千円) 

その他有形 
固定資産 439,520 267,854 171,666 

無形 
固定資産 45,375 29,747 15,627 

合計 484,895 297,602 187,293 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額 
 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

その他有形 
固定資産 470,708 255,040 215,667 

無形 
固定資産 45,375 25,210 20,164 

合計 516,083 280,251 235,832 

  
(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固
定資産の中間期末残高等に占
める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており
ます。 

(注)  

同左 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資
産の期末残高等に占める割合
が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 
１年内 101,182千円
１年超 187,205千円

合計 288,388千円
  

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 
１年内 92,380千円
１年超 94,912千円

合計 187,293千円
  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 96,013千円
１年超 139,819千円

合計 235,832千円
  

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中
間期末残高が有形固定資産の
中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法
により算定しております。 

(注)  

同左 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残
高が有形固定資産の期末残高
等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し
ております。 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額 
支払リース料 57,274千円
減価償却費 
相当額 57,274千円

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額 
支払リース料 48,539千円
減価償却費 
相当額 48,539千円

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額 
支払リース料 109,917千円
減価償却費 
相当額 109,917千円

  
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成15年10月31日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間末(平成16年10月31日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末(平成16年４月30日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 
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(１株当たり情報) 
 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

１株当たり純資産額 10,923円74銭 883円21銭 817円32銭 

１株当たり中間(当期)純利益 684円79銭 86円04銭 98円28銭 

 なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益について
は、潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。 

同左 

 
 

 

当社は、平成15年11月28
日付で株式1株に付き15株
の割合で株式分割を行っ

ております。当該株式分
割が前期首に行われたと
仮定した場合の前中間会

計期間における1株当たり
情報の各数値は、次のと
おりとなります。 

 1株当たり純資産額 
728円25銭 

 1株当たり中間純利益 

45円65銭 

同左 

 
 
 

当社は、平成15年11月28日
付で株式1株に付き15株の
割合で株式分割を行ってお

ります。当該株式分割が前
期首に行われたと仮定した
場合の前事業年度における

1株当たり情報の各数値
は、次のとおりとなりま
す。 

1株当たり純資産額 
692円76銭 

1株当たり当期純利益 

      70円10銭 

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

中間(当期)純利益 (千円) 456,179 945,776 1,017,657 

普通株主に 
帰属しない金額 (千円) ― ― 20,440 

（うち、利益処分に 
よる役員賞与金） (千円) （―） （―） （20,440）

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 (千円) 456,179 945,776 997,217 

普通株式の 
期中平均株式数 (株) 666,160 10,992,386 10,146,246 

 

 


